
（関連情報）
　前連結会計年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
1.サービスごとの情報� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計
外部顧客に対する経常収益 9,159 1,071 3,178 13,409
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益
　　�当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
　　当行グループは、連結貸借対照表の有形固定資産の金額すべてが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

　当連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
1.サービスごとの情報� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計
外部顧客に対する経常収益 9,110 1,017 3,173 13,301
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益
　　�当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
　　当行グループは、連結貸借対照表の有形固定資産の金額すべてが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）
　前連結会計年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）� （単位：百万円）

報告セグメント
銀行業 カード事業 合計

減損損失 77 － 77

　当連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）� （単位：百万円）
報告セグメント

銀行業 カード事業 合計
減損損失 160 － 160

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）
　前連結会計年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
　該当事項はありません。

　当連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
　該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）
　前連結会計年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
　該当事項はありません。

　当連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
　該当事項はありません。

（単位：百万円）

項目 前連結会計年度
（2021年3月31日現在）

当連結会計年度
（2022年3月31日現在）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 2,372 701
危険債権額 7,042 6,894
要管理債権 1,438 1,268
三月以上延滞債権額 70 49
貸出条件緩和債権額 1,367 1,219
合計額 10,853 8,865
正常債権 843,694 865,008

（注）1.�銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は上記のとおりであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の
償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、
外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証
券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　　2.�「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年1月24日　内閣府令第3号）が2022年3月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分
等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

■�銀行法及び金融機能再生緊急措置法に基づく開示債権額

（単位：百万円）

2017年度
（ 自2017年4月1日

至2018年3月31日 ）
2018年度

（ 自2018年4月1日
至2019年3月31日 ）

2019年度
（ 自2019年4月1日

至2020年3月31日 ）
2020年度

（ 自2020年4月1日
至2021年3月31日 ）

2021年度
（ 自2021年4月1日

至2022年3月31日 ）
経常収益 15,046 13,885 13,286 13,016 12,952

経常利益 1,832 1,599 1,449 1,571 429

当期純利益 1,094 938 894 969 868

資本金 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061

発行済株式総数 9,619千株 9,619千株 9,619千株 9,619千株 9,619千株

純資産額 47,555 47,328 46,671 47,642 47,918

総資産額 1,009,485 1,016,768 1,003,176 1,083,396 1,106,798

預金残高 936,789 948,793 934,651 955,384 981,020

貸出金残高 763,116 774,819 778,676 829,358 849,525

有価証券残高 144,473 121,235 103,689 121,683 128,084

1株当たり純資産額 5,078円10銭 5,054円35銭 4,984円76銭 5,088円71銭 5,118円61銭

1株当たり配当額 60円00銭 60円00銭 50円00銭 50円00銭 50円00銭

（内1株当たり中間配当額） （30円00銭） （30円00銭） （25円00銭） （25円00銭） （25円00銭）

1株当たり当期純利益 116円83銭 100円17銭 95円49銭 103円53銭 92円78銭

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益 －円 －円 －円 －円 －円

自己資本比率 4.7％ 4.6％ 4.6％ 4.3％ 4.3％

単体自己資本比率（国内基準） 9.40％ 8.37％ 8.14％ 8.12％ 8.48％

自己資本利益率 2.32％ 1.99％ 1.87％ 2.05％ 1.81％

株価収益率 14.64倍 14.13倍 11.73倍 11.04倍 12.83倍

配当性向 51.35％ 59.89％ 52.36％ 48.29％ 53.89％

従業員数 683人 696人 666人 656人 643人

（外、平均臨時従業員数） （233人） （215人） （196人） （188人） （185人）
（注）1.2021年度中間配当についての取締役会決議は2021年11月12日 に行いました。
　　2.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　　3.自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。
　　4.�単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。

■�主要な経営指標等の推移

46 47
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